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民生委員活動の統計的研究Ⅱ／小林良二

Ⅰ	はじめに

　筆者は福祉社会開発研究センター（以下「研究セン

ター」とする）機関誌『福祉社会開発研究』No.2にお

いて、東京都における民生児童員活動の現状に関する

統計分析を、単位民生児童委員協議会に即して行った

（小林：2009）。この論文では、前号に引き続き、東京

都民生児童委員連合会が平成20年10 ～ 11月に実施し

た「民生委員児童委員活動実績調査」のデータを利用

して、個人レベルでの統計分析を行うことにする。

　民生委員・児童委員（以下、民生委員とする）の地

域における活動については、最近の急激な社会変化か

ら生じるさまざまな住民のニーズに対応する有力な支

援者としてますます期待が高まる一方で、その活動を

支える制度上のさまざまな課題が指摘されている。

　例えば、厚生労働省のこれからの地域福祉のあり方

に関する研究会報告『地域における「あらたな支え合

い」を求めて』1）　においては、その課題として、①

行政の協力機関としての下請け的な業務に忙殺され、

要支援者の相談支援に十分関われない、②地域でボラ

ンティア活動を行おうとしても、守秘義務が課されて

いるため情報の共有が難しい、③逆に、個人情報保護

への過剰な反応から必要な情報が自治体から提供され

ない、④全国で5000名近い欠員が生じるなど、民生委

員の確保が難しくなっている、⑤住民が民生委員の活

動を十分理解していなかったり、民生委員の中にも名

誉職的な意識を持つものがみられる、などの問題点が

指摘されている。

　また、「研究センター」と東京都民生児童委員連合

会の業務契約に基づいて筆者らが参加して作成され

た東京都福祉保健局・東京都民生児童委員連合会（以

下「都民連」とする）の報告書『民生委員・児童委

員制度検討会報告書』2）　においても、①民生児童委

員の定数の充足率の低下、②活動内容が多岐にわたり、

また、多様化・複雑化していることによる負担感の増

大、③職務が不明確になっていることなどのさまざま

な課題の指摘を踏まえ、今後のあり方に関する提言

が行われている。

　こうした民生委員活動の問題点とその解決の方向性

については、これまで多くの研究者が論じてきている。

例えば、小松(2007)は、厚生労働省の「社会福祉業務

報告」を用いて、介護保険制度の実施後、地域福祉活

動が増加し個別支援活動が減少していることを踏まえ

て、委嘱型ボランティアとしての民生委員の新たなあ

りかたを検討する必要があることを指摘しており、ま

た、金井(2008)は創設90周年を迎えた民生委員制度の

あらたな活動方策の検討を踏まえて、活動面で、①法

令や通知と民生委員活動の実態の調整、②民生委員の

なり手確保の方策、③専門職、特にソーシャルワーカー

との協力、制度面で、①研修と評価システムの導入、

②活動エリアの整合性を図ること、③社会福祉協議会

との協働などの課題を指摘している。

　この論文では、このような民生委員制度のあり方に

ついての検討を直接に行うのではなく、むしろ、その
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２．調査結果の概要

(1)　回答者の基礎属性

　調査票配布数300票のうち、有効回答数は293票で、

97.7％であった。回答者の概要は、表１の通りである。

これによると、男女別では女性が男性の2倍強、年齢

階層別では65 ～ 69歳（29.4％）、60 ～ 64歳（23.2％）、

55 ～ 59歳（17.4％）の順になっている。

　また、在任期間別では、3年未満（23.2％）、3 ～ 6年

未満（20.1％）、6 ～ 9年（21.8％）、合計すると65.1％で、

ほぼ3分の2である。

　役職別では、区域担当がほぼ3分の２、会長と主任

児童委員が15.0％、16.7％で近い割合になっている。

担い手である民生委員の活動実績と活動に関する意識

を中心に検討することとする。これは、さまざまな課

題を抱える民生委員制度の問題の克服に当たっては、

その制度の担い手である民生委員の活動実態を十分理

解する必要があるからであり、幸いなことに、当研究

センターが関わった調査結果から、民生委員の活動実

態についての興味深いデータが得られたことによる。

　以下、この論文では、2つの調査結果を踏まえ、本論

文に必要な限りでの基礎データの整理を行うことにし

よう。

　なお、2008年に行われた都民連調査は2種類あり、

１つは「民生委員児童委員活動実態調査」（以下「実

態調査」とする）、もう１つは「民生委員児童委員活

動実績調査」（以下「実績調査」とする）である。本

稿では、２つの調査報告のうち、後者の実績調査の結

果を紹介する。なお、「実態調査」の結果については、

本誌の大村論文で、その一部が紹介されているので、

参照してほしい。

Ⅱ	活動実績調査の結果

１．調査の概要

　「実績調査」では、300人の民生児童委員（以下、民

児委員とする）に依頼して、平成20年10月を中心とす

る1 ヶ月間の活動実績の記入を依頼した。

　実績調査Ⅰでは、民生委員が日常的に用いている活

動記録用紙における項目を転用し、活動内容のうち個

人情報に当たる部分を記号化するとともに、個々の活

動内容に関する活動時間（分数）とそれに対する困難

度（1 ～ 4）の記入を依頼した。

　実績調査Ⅱでは、活動記録の「相談支援件数」中の

(13)「日常的な支援」に当たる活動項目について、同

様に対象者を記号化し、どのような活動内容であった

かを記入してもらっている。

 3

表１ 回答者の属性 

基礎属性 度数 ％

1.男 88 30.0

2.女 198 67.6

欠損値 7 2.4

3.35～39歳 1 0.3

4.40～44歳 4 1.4

5.45～49歳 14 4.8

6.50～54歳 28 9.6

7.55～59歳 51 17.4

8.60～64歳 68 23.2

9.65～69歳 86 29.4

10.70歳以上 35 11.9

欠損値 6 2.0

1.3年未満 68 23.2

2.3～6年未満 59 20.1

3.6～9年未満 64 21.8

4.9～12年未満 32 10.9

5.12～18年未満 34 11.6

6.18～24年未満 16 5.5

7.24～30年未満 12 4.1

8.30年以上 2 0.7

欠損値 6 2.0

1.会長 44 15.0

2.区域担当 189 64.5

3.主任児童委員 49 16.7

欠損値 11 3.8

ブロック1 23 7.8

ブロック2 16 5.5

ブロック3 56 19.1

ブロック4 53 18.1

ブロック5 54 18.4

ブロック6 31 10.6

ブロック7 14 4.8

ブロック8 10 3.4

ブロック9 30 10.2

欠損値 6 2.0

293 100.0

年齢階層別

在任期間別

性別

合計

役職別

ブロック別

 

注：ブロック１： 
 

(2) 活動件数、日数、対応個人数 
1. 概要 
表２をみると、286人の活動日数の平均は 15.7日、活動件数は全体では 23.3件であるが、

これを特定の個人あるいは世帯に対するもの（個人別）と地域や機関との連絡・連携など

のそれ以外の活動（その他）に分けてみると、前者が 5.6 件で、後者が 17.7 件となってい

る。最後に、対応した個人数は 3.0 人であるから、平均して 1 人当たり 1.9 回の対応件数に

なっている。 
なお、この調査における活動日数は、以前算出した活動日数 12.1 日よりもかなり多くな

表１　回答者の属性
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3.　年齢階層別

　年齢階層別では、活動日数、活動件数の全体および

その他に有意な差が見られる。活動日数と活動件数に

ついては年齢が上がるほど活動日数が多くなる。しか

し、個人への対応件数と対応人数では、55歳以上で数

が増えるものの、年齢の上昇が必ずしも件数や対応人

数の増加には結びついていない。

表４　年齢階層別

N
活動
日数

活動件数
個人
対応数全体 個人別 その他

＊＊ ＊＊ ＊＊

1.49歳未満 19 14.4 20.4 4.3 16.2 1.9
2.50～54歳 28 14.0 20.9 4.6 16.3 2.2
3.55～59 51 14.2 19.9 5.3 14.6 2.8
4.60～64歳 68 14.8 20.5 4.9 15.7 2.6
5.65～69歳 86 17.2 27.6 7.4 20.2 3.9
6.70歳以上 35 18.1 27.1 4.4 22.7 2.6

合計 287 15.7 23.4 5.6 17.8 3.0
＊：P＜0.05 　＊＊：P＜0.01

4.　在任期間別

　活動日数、活動日数の全体とその他において、有意

差が見られる。これらの項目では、在任期間が長くな

ればなるほど、数値が大きくなる。特に、12年以上の

在任期間で顕著な増加が見られる。

　これに対して、活動件数のうち個人別の件数と個人

対応数においては、6年以上の在任期間で増加が見ら

れるが、有意な差は見られない。

表5　在任期間別

N
活動
日数

活動件数
個人
対応数全体 個人別 その他

＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊

1.	3年未満 68 13.6 19.6 4.4 15.1 2.3
2.	3～6年未満 59 14.0 19.4 4.3 15.0 2.4
3.	6～9年未満 64 16.6 25.6 6.9 18.7 3.8
4.	9～12年未満 32 16.1 23.8 7.6 16.2 3.5
5.12～18年未満 34 16.9 26.2 6.2 20.1 2.8
6.18年以上 30 20.2 31.4 5.1 26.2 3.2

合計 287 15.7 23.4 5.6 17.8 3.0
＊＊：P＜0.01

　最後にブロック別3）の回答数では、第３、４、５

が多い。

(2)　活動件数、日数、個人対応数

1.　概要

　表２をみると、286人の活動日数の平均は月15.7日、

活動件数は全体では23.3件であるが、これを特定の個

人あるいは世帯に対するもの（個人別）と地域や機関

との連絡・連携など、それ以外の活動（その他）に分

けてみると、前者が月5.6件で、後者が月17.7件となっ

ている。最後に、対応した個人数は3.0人であるから、

平均して1人当たり1.9回の対応件数になっている。

　なお、この調査における活動日数は、以前算出した

活動日数12.1日よりもかなり多くなっている4）。

表2	活動概要

N
活動
日数

活動件数 個人
対応数全体 個人別 その他

合計 286 15.7 23.3 5.6 17.7 3.0

2.　性別

　表3を見ると、女性の民生委員は、１ヵ月の間に、

活動日数、活動件数、個人対応数ともに、男性の民児

委員よりも多くなっているが、男女間で有意な差が見

られるのは、個人別の活動件数と、個人対応数である。

特に、女性の民生委員の方が個人への対応件数と対応

人数が多くなる可能性があることを示している。

表3　性別

N
活動
日数

活動件数 個人
対応数
＊

全体 個人別
＊

その他

1.男性 88 14.8 21.5 3.7 17.8 2.1
2.女性 198 16.1 24.1 6.5 17.7 3.4
合計 286 15.7 23.3 5.6 17.7 3.0

＊：P＜0.05
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7.　まとめ

　以上をまとめてみると、第1に、この調査における

民生委員の1月の活動日数は15.7日でかなり多くなっ

ている。しかし、活動件数を「個人」に対する相談･

支援活動と、地域や機関との連絡・連携などの「その

他」の活動に分けてみると、ほぼ4分の3は後者の「そ

の他の活動」であり、個人に対するものは4分の1（24%）

である。また、この1月間に対応した実個人数は3件で

あり、それほど多いとはいえない。このように、現在

の民生委員活動は、その大半が個別相談・活動以外の

活動になっていることがわかる。このことは、現在の

民生委員活動が、さまざまな制度的枠組・組織体制の

中で行われており、民生委員個人の「自由な」支援活

動ではなくなってきていることを示しているように思

われる。なお、「個人」に対する活動には、筆者が本

誌の前号で示したように、「個人への相談・支援」と「見

守り訪問活動」が含まれると考えられる（小林、

2009、49頁）。

　第2に、これを属性別に見ると、民生委員の年齢は

50歳以上が多いが、在任期間が長期になればなるほど、

活動日数と個人以外の活動件数が増えてくる。また、

年齢でいえば65歳以上、在任期間では6年～ 18年未満

と18年以上のところに大きな差が見られるようであ

る。このことは、民生委員の在任期間が長くなればな

るほど、活動が広がることを示している。

　第3に、個人に対する活動件数は女性の民児委員に

多いことが注目される。また主任児童委員は児童を中

心とする活動が多いのに対して、区域担当は高齢者を

中心とする活動多いが、 「個人」に対応する活動では、

年齢や在任期間の影響があまり見られないことも注目

に値する。

(3)　活動時間と活動困難度

1.　概要と性別の状況

　活動時間と活動困難度は、有効回答数が集計項目ご

とに異なるため、ここでも回答者286人について概要

をみておくにする。

5.　役職別

　活動日数と活動件数の「全体」及び「その他」の項

目、及び、個人対応数において有意な差が見られる。

特に会長は、活動日数と活動件数のうち全体及びその

他の項目でかなり多くなっており、区域担当と較べて、

活動日数で1.4倍、活動件数全体で1.6倍、その他で1.9

倍になっている。

　これに対して、個人への対応数では、区域担当の民

児委員のほうがが会長よりもかなり高くなっており、

前者は後者の1.4倍になっている。

表6　役職別

N
活動
日数

活動件数 個人
対応数全体 個人別 その他

＊＊ ＊＊ ＊＊ ＊

1.会長 44 20.9 34.3 5.4 28.9 2.6

2.区域担当 189 14.8 21.0 5.8 15.2 3.4

3.主任児童委員 49 14.4 21.5 4.7 16.8 1.7

合計 282 15.7 23.2 5.6 17.6 3.0

＊：P＜0.05　＊＊：P＜0.01

6.　ブロック別3）

　ブロック別では、活動日数、活動件数のうち、全体

とその他において、また個人対応数において有意な差

が見られる。

表7　ブロック別

N
活動
日数

活動件数 個人
対応数全体 個人別 その他

＊ ＊ ＊＊ ＊

ブロック1 23 15.3 20.6 4.0 16.6 2.4
ブロック2 16 16.1 25.5 7.6 17.9 4.9
ブロック3 56 16.7 25.9 8.4 17.5 4.2
ブロック4 53 12.9 17.4 4.5 12.9 2.5
ブロック5 54 16.5 25.3 4.8 20.5 2.2
ブロック6 31 15.5 21.7 5.1 16.6 3.6
ブロック7 14 18.4 29.4 2.6 26.8 1.4
ブロック8 10 16.9 26.5 5.4 21.1 2.8
ブロック9 30 16.3 24.6 6.0 18.7 2.3

合計 287 15.7 23.4 5.6 17.8 3.0
＊：P＜0.05　＊＊：P＜0.01
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3.　役職別

　表10によると、平均活動時間の全体と個人別では、

会長、主任児童委員、区域担当の順に長時間となって

おり有意差がみられるが、活動困難度では、個人別の

項目で、会長と主任児童委員において困難度が有意に

高くなっている。

表10　役職別
回
答
者
全
体

活動時間平均 活動困難度
全体
＊

個人別
＊

その他 全体 個人別
＊＊

その他

1.会長 44 98.39 45.02 107.95 1.67 2.02 1.56
2.区域担当 189 80.87 33.97 101.81 1.58 1.74 1.52
3.	主任児童
委員

49 95.33 34.87 108.48 1.61 2.03 1.55

合計 282 86.14 35.86 103.96 1.60 1.83 1.53
（有効回答） 278 207 275 275 207 206
＊：P＜0.05　＊＊：P＜0.01

4.　ブロック別3）

　ブロック別に見ると、ブロック8が全体と個人別に

おいて、ブロック6がその他で高い平均活動時間になっ

ている。これに対して、活動困難度では、ブロック9

が全体と個人別において、ブロック5がその他におい

て、高い困難度となっている。

表11　ブロック別
回
答
者
全
体

活動時間平均 活動困難度

全体 個人別
＊

その他
＊＊

全体 個人別
＊＊

その他

ブロック1 23 89.77 32.15 109.66 1.53 1.87 1.48 
ブロック2 16 56.28 25.78 68.56 1.51 1.69 1.53 
ブロック3 56 86.55 34.47 116.39 1.55 1.73 1.47 
ブロック4 53 84.33 32.74 99.16 1.55 1.68 1.51 
ブロック5 54 84.70 40.33 93.48 1.74 1.98 1.65 
ブロック6 31 103.46 39.98 127.70 1.57 1.65 1.57 
ブロック7 14 71.54 16.46 80.35 1.41 1.24 1.44 
ブロック8 10 108.87 50.92 124.30 1.64 2.06 1.50 
ブロック9 30 90.77 44.17 106.21 1.76 2.44 1.58 
合計 287 86.62 35.88 104.32 1.60 1.83 1.54 

（有効回答） 283 210 280 280 210 274 
＊：P＜0.05　＊＊：P＜0.01

　表8によるとまず、1件当たり平均活動時間は、全体

で86.61分であるが、これを特定の個人や世帯に対す

る「個人別」と「その他」に分けてみると、前者がほ

ほ36分、後者が104分で前者のほぼ3倍になっている。

　次に活動困難度をみると、4点法（1.困難ではない2. 

あまり困難ではない、3. まあ困難である、4困難である）

で、全体で平均が1.6点であるが、「その他」が1.54点

なのに対して、「個人別」は1.83点であり、やはり、

個人への活動の方が困難であるという回答になって

いる。

　なお、男女別に見ると、「個人別」では男性のほう

がやや長く、「その他」では女性の方が長くなってい

るが、有意差はみられない。活動困難度も同様である。

表8　性別

回答者
活動時間平均 活動困難度

全体 個人別 その他 全体 個人別 その他

1.男 88 87.05 39.49 101.18 1.57 1.83 1.51
2.女 198 86.41 34.58 105.69 1.62 1.83 1.55
合計 286 86.61 35.94 104.32 1.60 1.83 1.54
（有効回答）　 282 209 279 279 209 273

2.　年齢階層別

　表9をみると、平均活動時間では、70歳以上の民児

委員が最も長時間活動しているのに対して、活動困難

度では、49歳未満の民児委員が、困難度が高いという

回答をしている。

表９　年齢階層別

回答者
活動時間平均 活動困難度

全体 個人別 その他 全体 個人別
＊＊

その他

1.49歳未満 19 80.14 30.50 93.39 1.79 2.36 1.61
2.50～54歳 28 84.37 31.34 96.29 1.59 1.44 1.54
3.55～59歳 51 90.03 37.13 111.97 1.63 1.85 1.57
4.60～64歳 68 93.34 30.49 117.20 1.51 1.65 1.47
5.65～69歳 86 78.53 37.83 95.29 1.63 1.93 1.56
6.70歳以上 35 94.15 43.21 103.36 1.59 1.77 1.50
合計 287 86.62 35.88 104.32 1.60 1.83 1.54

（有効回答）　 283 210 280 283 210 274
＊＊：P＜0.01
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　この結果から、仮に1回の活動時間を2時間で、午前・

午後働き、1日に4時間の活動時間であったとすると、

10時間活動した場合、1月に2.5日、20時間の場合に5日、

30時間では7.5日、40時間では10日、50時間で12.5日、

60時間で15日となる。また、平均の28.6日の場合、毎

日4時間としてほぼ月7日になり、ボランティア活動を

はるかに超える。

表13　階層別活動時間数
度数 ％

1.	5時間未満 16 5.5
2.	5～10時間未満 33 11.4
3.	10～15時間未満 35 12.1
4.	15～20時間未満 43 14.9
5.	20～30時間未満 52 18.0
6.	30～40時間未満 46 15.9
7.	40～50時間未満 23 8.0
8.	50～60時間未満 17 5.9
9.	60～80時間未満 15 5.2
10.	80時間以上 9 3.1

合計 289 100.0

(5)　活動単位ごとの活動時間

1.　概要

　図１で１件の活動件数ごとの時間をみると、最も多

いのは10分で17.7％、次いで30分の12.2%、120分の

11.8％、30分の12.2％などとなっている。したがって、

30分以下でほぼ50％、60分以内でほぼ3分の２、120分

以内では80％になる。なお、最長の活動単位時間は

2040分となっているが、これは宿泊研修が組まれてい

たことによる。

図1　活動単位ごとの時間の分布

 10

図１ 活動単位ごとの時間の分布 
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2. 活動分野別の活動時間と困難度 
図２によると、活動分野別にみた時間数は、行事参加と民児協運営活動に多くの時間が

さかれている。民児協活動は 170 分、行事参加は 1 回に平均 150 分、ついで地域活動が 116
分となっており、かなり長時間の活動になっている。次いで、相談支援活動、調査活動、

相互連絡はほぼ 1 時間程度である。最も少ないのは、要保護児童通報の 29 分と証明事務の

33 分である。 
次に、困難度が最も高いのは、要保護児童通報で 2.53 点、次いで、調査活動 2.32 点、相

談支援活動の 2.3 点などとなっている。また、相互連絡、地域活動、民児協活動、行事参加

は 1.7 点前後であり、困難度は低くなっている。また、困難度の最高点 2.53 と最低点の 1.43
の割合は、1.76 倍になっている。 
 活動分野別の活動時間と困難度との関係をみると、行事、民児協活動、地域活動は長時

間になるが、困難度は低い。これに対して、要保護児童通告は、活動時間は少ないが困難

度はかなり高い。民児委員の中心的な活動である相談支援と調査活動は、時間としては平

均 1 時間程度であるが、困難度は相対的に高くなっている。 
 これらをみると、やはり、対個人の活動の場合に負担感が増すといえるだろう。 
 

図２ 分野別活動分数と困難度 

5.　まとめ

　以上をまとめてみると、民生委員の年齢が高くなり、

在任期間が長くなるとともに、また、さまざまな役職

につくようになると、活動に要する時間が長くなる傾

向が明瞭に見られる。さらに、活動困難感については、

区域担当の民生委員が、また年齢別では50歳～ 54歳

の民生委員において、会長や主任児童委員よりも高く

なっている。このことは、民生委員の経験年数との関

連があると考えられる。

(4)　一人当たり活動時間数の分析

1.　概要

　今回の調査では、活動時間数について、記入者によ

るばらつきが見られるため、かならずしも正確なデー

タであるとは考えられないので、参考値として示すこ

とにする。

　表12によると、有効回答は289で、民生委員1人あた

り1月の最少時間は40分、最大時間は9850分（164時間）

であり、平均では1717分（28時間）となった。

　ところで、東京都が昭和49（1974）年に実施した調

査結果によると、週当たり6.6時間とされている（社

会福祉政策研究会、1977、22）。この数値を月当たり

になおすと、28.3時間となり、今回の調査の28.6時間

とほとんど変わらない。調査方式が異なるので数値の

直接の比較は困難であるにしても、35年前の調査結果

とほぼ同じであるのは極めて興味深い。

表12　活動時間の要約　　有効回答=289
平均値 1,717分 (  28.6時間)
最小値 40分 (   0.6時間)
最大値 9,850分 (  164.1時間)

2.　活動時間数別の民児委員の分布

　1月の1人当たり活動時間を、表13にみると、最も多

いのは月に20時間～ 30時間未満のグループで18.0％、

次いで、30 ～ 40時間未満の15.9％、15 ～ 20時間未満

の14.9％などとなっており、これらの3つのグループ

をあわせると48.8％で、ほぼ半分になる。
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(6)　日常的な支援の内容

1.　概要

　今回の調査では、活動記録のうち「日常的な支援」

が行われた場合に、その対象者と支援内容の記入を依

頼した。調査対象者は300人であるが、287人から有効

回答が得られた（回答率95.7％）。以下、表14によって、

その結果を示す。

2.　日常的支援の対象者

　支援件数427のうち、単身高齢者が224件(52.5％ )、

単身以外の高齢者が54件(12.6％ )で、あわせて65.1％

となっている。次いで、単親の子育て家庭とその他が

38件（8.9％）である。（表14-1）

表14-1　対象者別
対象者 実数 割合

（1）高齢者（単身） 224 52.5%
（2）高齢者（単身以外） 54 12.6%
（3）障がい者（単身） 27 6.3%
（4）障がい者（単身以外） 21 4.9%
（5）子育て家庭（単親） 38 8.9%
（6）子育て家庭（単親以外） 25 5.9%
（7）その他 38 8.9%

計 427 100.0%

3.　支援の内容

　支援内容としては、「ゴミだしなど日常生活支援」

が188件（44.0％）で圧倒的に多く、次いで「その他」

の116件(27.2％ )、「付き添い、代行、代読、代書など」

が79件(18.5％ )などとなっている。

　これに対して、「炊事などの食事の世話」は20件

(4.7％ )、「洗濯、掃除など身のまわりの世話」は13件

(3.0％ )でそれほど多くない。（表14-2）

表14-2　内容別
具体的な内容 実数 割合

（A）	炊事等の食事に関するお世話をした 20 4.7%
（B）	洗濯、掃除など身の回りのお世話をした 13 3.0%
（C）	付き添い（同道）、代行、代読、代書等をした 79 18.5%
（D）	施設や学校、幼稚園等などへの送迎をした 11 2.6%
（E）	その他ゴミ出しなど、日常生活に関する

相談・支援をした
188 44.0%

（F）その他 116 27.2%
計 427 100.0%

2.　活動分野別の活動時間と困難度

　図２によると、活動分野別にみた時間数は、行事参

加と民児協運営活動に多くの時間がさかれている。す

なわち、民児協活動は170分、行事参加は1回に平均

150分、ついで地域活動が116分となっており、かなり

長時間の活動になっている。次いで、相談支援活動、

調査活動、相互連絡がほぼ1時間程度である。最も少

ないのは、要保護児童通報の29分と証明事務の33分で

ある。

　次に、困難度が最も高いのは、要保護児童通報で2.53

点、次いで、調査活動2.32点、相談支援活動の2.3点な

どとなっている。また、相互連絡、地域活動、民児協

活動、行事参加は1.7点前後であり、困難度は低い。

また、困難度の最高点2.53と最低点の1.43の割合は、

1.76倍になっている。

　活動分野別の活動時間と困難度との関係をみると、

行事参加、民児協活動、地域活動は長時間になるが、

困難度は低い。これに対して、要保護児童通告は、活

動時間は少ないが困難度はかなり高い。民児委員の中

心的な活動である相談支援と調査活動は、時間として

は平均1時間程度であるが、困難度は相対的に高くなっ

ている。

　これらをみると、やはり、対個人の活動の場合時間

数は短いが負担感が大きいといえる。

図２　分野別活動分数と困難度
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1. 概要 
今回の調査では、活動記録のうち「日常的な支援」が行われた場合に、その対象者と支

援内容の記入を依頼した。調査対象者は 300 人であるが、287 人から有効回答が得られた

（回答率 95.7％）。以下、表 14 によって、その結果を示す。 
2. 日常的支援の対象者 
支援件数 427 のうち、単身高齢者が 224 件(52.5％)、単身以外の高齢者が 54 件(12.6％)

で、あわせて 65.1％となっている。次いで、単親の子育て家庭とその他が 38 件（8.9％）

である。 
3. 支援の内容 
支援内容としては、「ゴミだしなど日常生活支援」が 188 件（44.0％）で圧倒的に多く、

次いで「その他」の 116 件(27.2％)、「付き添い、代行、代読、代書など」が 79 件(18.5％)
などとなっている。 
これに対して、「炊事などの食事の世話」は 20 件(4.7％)、「洗濯、掃除など身のまわりの

世話」は 13 件(3.0％)でそれほど多くない。 
4. 対象者別の支援内容 
対象者別に支援内容をみると、高齢者、障害者、子育て家庭ともに同じ傾向になってい

る。 
以上を要約すると、民児委員による日常支援活動とは、「ゴミだしなど日常生活支援」「付

き添い、代行、代読、代書など」のような、どちらかというと屋外での用事が中心であり、

食事、洗濯、掃除などの家事支援はあまり行われていない。これらについては、基本的に

は介護保険サービスが対応していると考えられる。 
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対象者と内容 実数 割合

（4）障がい者（単身以外） 21 100.0%
（A）	炊事等の食事に関するお世話

をした 0 0.0%

（B）	洗濯、掃除など身の回りのお
世話をした 1 4.8%

（C）	付き添い（同道）、代行、代
読、代書等をした 5 23.8%

（D）	施設や学校、幼稚園等などへ
の送迎をした 0 0.0%

（E）	その他ゴミ出しなど、日常生
活に関する相談・支援をした 9 42.9%

（F）その他 6 28.6%
（5）子育て家庭（単親） 38 100.0%
（A）	炊事等の食事に関するお世話

をした 0 0.0%

（B）	洗濯、掃除など身の回りのお
世話をした 1 2.6%

（C）	付き添い（同道）、代行、代
読、代書等をした 7 18.4%

（D）	施設や学校、幼稚園等などへ
の送迎をした 4 10.5%

（E）	その他ゴミ出しなど、日常生
活に関する相談・支援をした 15 39.5%

（F）その他 11 28.9%
（6）子育て家庭（単親以外） 25 100.0%
（A）	炊事等の食事に関するお世話

をした 1 4.0%

（B）	洗濯、掃除など身の回りのお
世話をした 2 8.0%

（C）	付き添い（同道）、代行、代
読、代書等をした 4 16.0%

（D）	施設や学校、幼稚園等などへ
の送迎をした 0 0.0%

（E）	その他ゴミ出しなど、日常生
活に関する相談・支援をした 12 48.0%

（F）その他 6 24.0%
（7）その他 38 100.0%
（A）	炊事等の食事に関するお世話

をした 1 2.6%

（B）	洗濯、掃除など身の回りのお
世話をした 0 0.0%

（C）	付き添い（同道）、代行、代
読、代書等をした 9 23.7%

（D）	施設や学校、幼稚園等などへ
の送迎をした 0 0.0%

（E）	その他ゴミ出しなど、日常生
活に関する相談・支援をした 18 47.4%

（F）その他 10 26.3%

4.　対象者別の支援内容

　対象者別に支援内容をみると、高齢者、障害者、

子育て家庭ともに同じ傾向になっている。

　以上を要約すると、民生委員による日常支援活動

とは、「ゴミだしなど日常生活支援」「付き添い、代行、

代読、代書など」のような、どちらかというと屋外

での用事が中心であり、食事、洗濯、掃除などの家

事支援はあまり行われていない。これらについては、

基本的には介護保険等のサービスが対応していると

考えられる。（表14-3）

表14-3　対象者別の内容
対象者と内容 実数 割合

（1）高齢者（単身） 224 100.0%
（A）	炊事等の食事に関するお世話

をした
14 6.3%

（B）	洗濯、掃除など身の回りのお
世話をした

8 3.6%

（C）	付き添い（同道）、代行、代
読、代書等をした

35 15.6%

（D）	施設や学校、幼稚園等などへ
の送迎をした

4 1.8%

（E）	その他ゴミ出しなど、日常生
活に関する相談・支援をした

111 49.6%

（F）その他 52 23.2%
（2）高齢者（単身以外） 54 100.0%
（A）	炊事等の食事に関するお世話

をした
1 1.9%

（B）	洗濯、掃除など身の回りのお
世話をした

0 0.0%

（C）	付き添い（同道）、代行、代
読、代書等をした

13 24.1%

（D）	施設や学校、幼稚園等などへ
の送迎をした

2 3.7%

（E）	その他ゴミ出しなど、日常生
活に関する相談・支援をした

17 31.5%

（F）その他 21 38.9%
（3）障がい者（単身） 27 100.0%
（A）	炊事等の食事に関するお世話

をした
3 11.1%

（B）	洗濯、掃除など身の回りのお
世話をした

1 3.7%

（C）	付き添い（同道）、代行、代
読、代書等をした

6 22.2%

（D）	施設や学校、幼稚園等などへ
の送迎をした

1 3.7%

（E）	その他ゴミ出しなど、日常生
活に関する相談・支援をした

6 22.2%

（F）その他 10 37.0%
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この傾向は現在の制度を前提とする限り、今後もあま

り変わらないであろう。

　今後の民生委員制度のあり方としては、これらの状

況を踏まえ、連絡・連絡活動にかかる負担を少なくす

ること、軽易な生活支援サービスについては「福祉協

力員」などの仕組みを導入すること、いわゆる対応困

難ケースについては専門機関との連携やチームアプ

ローチを強化する必要があるのではないかと思われる。

【注】

1）　全国社会福祉協議会、2008年6月

2）　2009年8月

3）　ブロックの構成については、資料を参照のこと。

4）　 拙稿「東京都における民生委員活動の統計的分析」49頁

を参照のこと。
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Ⅲ　まとめ

　以上紹介してきたところを簡単にまとめると次のよ

うになる。

1.　 活動日数でみると、月に15.7日であり、活動件数

は23.3回、うち、対個人が5.6回、その他の活動件

数が17.7回となっている。なお、対応した個人の

実数は3.0人である。以上の結果については、性別、

年齢別、役職別、在任期間別の差が見られるが、

概して、在任期間が長くなるほど、また、役職に

ついているほど活動日数や件数が増える傾向が見

られる。

2.　 1件当たり平均活動時間は、全体で86.61分である

が、「対個人」は36分、「その他」は104分となっ

ている。また対個人の活動時間は短いが、心理的

な負担度はかなり高くなっている。

3.　 民生委員一人当たり1月の活動時間は最小で40分、

最大では9850分（164時間）であり、平均では

1717分（28時間）となった。活動時間と日数はや

はり民児協会長などの役職者で多くなっている。

4.　 個人への日常生活支援活動を見ると、対象者とし

ては高齢者が多く、内容は「ゴミだしなど日常生

活支援」「付き添い、代行、代読、代書など」のよ

うな屋外での活動が中心になっており、食事、洗濯、

掃除などの家事支援はあまり行われていない。

　以上のような活動実態は民生委員を個々に見ればか

なり多様であろう。しかし、基本的には、在任期間が

長くなればなるほど、地域での知り合いや行政などの

専門機関や活動団体とのネットワークが形成され、そ

れに伴って活動の幅が広がってゆくという傾向が見ら

れる。また、男性と女性とで、活動の内容に差が見ら

れる。

　ところで、最近の東京都における民生委員就任者を

みると、地域担当の場合60歳以下の年齢層の割合が減

少し60歳以上の割合が増えており、主任児童委員の場

合も、54歳以下の割合が減少し55歳以上の割合が増え

ている。また男女別では、女性が7割以上となっており、
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【資料】

東京都民生児童委員協議会ブロック

ブロック１：千代田区、中央区、港区、新宿区、島嶼部

ブロック２：文京区、台東区、北区、荒川区、

ブロック３：品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区

ブロック４：中野区、杉並区、豊島区、板橋区、練馬区、

ブロック５：墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区

ブロック６： 八王子市、調布市、日野市、狛江市、多摩市、

稲城市、

ブロック７： 武蔵野市、三鷹市、府中市、小金井市、国分寺

市、国立市、

ブロック８： 小平市、東村山市、東大和市、清瀬市、東久留

米市、西東京市、

ブロック９： 立川市、青梅市、昭島市、福生市、武蔵村山市、

羽村市、あきるの市、西多摩郡

【付記】

　本稿の作成に当たっては、東京都民生委員・児童委員制度

検討会報告書『民生委員児童委員活動実態調査ならびに活動

実績調査Ⅰ・Ⅱ』平成21年3月、における筆者の担当分を用い、

これに改定を加えた。報告書資料の利用を了解していただい

た東京都民生児童委員連合会に対して記して感謝する。


